








 

 

（様式 ３） 

県政調査計画審査結果 

 

県政調査計画について審査したところ、結果は次のとおりでした。 

 

調査実施議員名 

（調査団長）原 聡祐 

（団  員）藤代ゆうや、渡辺 紀之、高橋 延幸、 

大村   悠、永田磨梨奈、吉田あつき、 

田中洋次郎、難波 達哉 

 

１ 要領２(1)の基準への適否 

区  分 調査の基準 計画の内容 適否 

① 調 査 経 費 議員１人当たり１００万円以内 

・議員１人当たりの経費は

953,400 円であり、基準を満たし

ている。 

適 

② 調 査 箇 所 

１日につき午前及び午後それぞれ 

１か所以上調査実施 

移動日は１か所以上調査実施 

・４泊６日の行程の中で、飛行機

による終日移動日を除き、移動日

は１箇所以上、それ以外の日は、

午前および午後、それぞれ１箇所

以上調査を実施する行程となっ

ている。 

適 

 

 

２ 調査計画に対する審査所見 

区   分 所      見 

① 
調査の実施が県政課題解決

の一助となるか。 

・ ＷＨＯと本県とは、高齢化問題に関する取組等に

おいて、同様の考え方を持っており、近年連携を強化

している。また、新型コロナウイルスによる感染症対

策が一段落した現在、ＷＨＯ本部を訪問し、今後の感

染症対策等について意見交換を実施することは、今後

の県政課題解決の一助となるものである。 

  

・ 近年の日本食ブームにより、日本からフランス

への農産物や食品の輸出が拡大する傾向にあるこ

とから、実際に日本からの輸出品を取り扱ってい

る企業・団体を訪問し、本県特産品の輸出の可能

性等について調査することは、今後の地域産業の振

興に向けた施策を検討する上で一助となるものであ

る。 

 



 

 

 

 

② 
調査の実施時期が時宜を得

たものか。 

・ 新型コロナウイルスによる感染症対策が一段落した

現在、保健医療分野における新たな課題について腰を

据えて検討する時期となっており、この機会にＷＨＯ

と意見交換することは時宜を得たものである。 

 

・ 県内経済はコロナから脱出し、世界進出する好機を

模索する状況となっているほか、近年の日本食ブー

ム等により、日本とフランスとの貿易は拡大する

傾向にあることから、この機をとらえて現地企

業・団体を視察することは時宜を得たものである。 

③ 
現地に赴かなければ調査目

的が達成できないものか。 

・ ＷＨＯ本部で直接意見交換することで、本県での施

策展開に有効な、より多くの情報を収集できる。 

 

・ 企業・団体に関する情報についても、関係者から直

接聴取を行えば、現地の現状を踏まえた今後の施策推

進にとって、より詳細で有益な情報を得られる。 

 

・ よって、調査目的の達成のため、現地に赴く必要が

ある。 

④ 
調査箇所、行程、経費等は妥

当なものか。 

・ 調査箇所、行程、経費等は県政調査実施要領の基準

を満たしており、妥当である。 


